




 

 

③ものづくり中小企業の基盤を強化するため、試作品開発等の取組支援として平成 28年 10月末まで

に、メイド・イン・三重ものづくり推進事業費補助金の交付決定を４件行うとともに、国の資金を

活用した設備投資を促進し、ものづくり・商業・サービス新展開支援補助金 103件の採択につなげ

ました。また、多くの中小企業にとって共通の課題である設計技術や評価技術について、専門家を

交えた研究会を 10 月末までに３回開催し、課題の解決とものづくり技術の向上に取り組んでいま

す。さらに、中小企業自らが行う研究開発や知的財産の取得に対する支援については、公益財団法

人三重県産業支援センターと連携して、10月末までに国内出願５件や外国出願４件に対して支援を

行いました。今後も引き続き、ものづくり中小企業の技術課題解決に貢献していくため、行政をは

じめ、研究機関、高等教育機関、産業支援機関が一層の連携を図る必要があります。 

④本県企業の技術開発力をより一層強化するため、工業研究所が保有する設備や知見を活用し、平成

28 年 10 月末までに企業との協働による新技術導入試験を２件、補助金申請のブラッシュアップ支

援を 42件、企業の課題解決を図る共同研究を 27件、現場派遣等技術支援を 31件実施しています。

引き続き、新たな企業ニーズに対応できるよう、「町の技術医」として中小企業の課題解決に向け

た身近なパートナーの役割を果たします。 

また、厳しい参入競争が見込まれる成長分野の技術競争力を確保するため、エネルギー関連技術の

開発や、海外・大都市圏で販売可能な県内食品の技術開発等を進めています。エネルギー関連技術

については、県の技術開発を効率的に推進し、シーズ創出を促進する企業との共同研究を平成 28

年 10 月末までに６件立ち上げました。食品の技術開発の取組においては、イチゴ、メロン、カキ

など様々なドライフルーツ技術の検討を進めるとともに、企業による新酒開発に向けて、高生産

性・高香気性をもつ日本酒の新酵母を開発しました。引き続き、共同研究につながる技術シーズの

創出に向けて、これらの技術開発等を進める必要があります。 

 ⑤ものづくり中小企業の技術や製品の販路拡大のため、大手企業等との技術交流会を３回開催し、63

件の商談がありました。加えて、県内最大級の産業展示会である「みえリーディング産業展 2016」

を 11月 11日～12日に開催しました。また、優れた経営を行う中小企業を表彰する「三重のおもて

なし経営企業選」では市町や商工団体、金融機関等の協力も得て公募を行い、11月に４社を表彰し

ました。一方、大企業等からは、設計や試作段階から参画できるような技術力の高い中小企業への

期待が高まっており、両者のマッチングの機会を創出していく必要があります。 

 ⑥三重県と北海道との産業連携では、7月に北海道で開催された「北洋銀行ものづくりテクノフェア」

に三重県として出展し、三重県の魅力や県内企業の技術力などについてＰＲを行いました。また、

11 月の「みえリーディング産業展 2016」では北海道ブースを設置しました。今後も、両地域の強

みや地域資源を生かした産業連携を進める必要があります。 

 

 

 ⑦高齢化社会の進展等に伴い増加する健康需要に対応するため、ものづくり企業の高い技術力や県内

医療機関の医療情報を収集したデータベース、みえライフイノベーション総合特区の取組による産

学官民金の支援体制等を活用して、ヘルスケア分野の製品・サービスの創出に取り組んでいます。

引き続き、これらの取組を強化するとともに、ＩＣＴ技術や薬用植物を活用した新たな製品・サー

ビスの創出もめざすことにより、ライフイノベーションを推進する必要があります。 
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 ⑦みえ産業企業選事業【基本事業名：32205 ものづくり企業の販路開拓の促進】 

  予算額：（28） ９１９千円 → （29） ９１７千円 

  事業概要：優れた経営を実践している中小企業・小規模企業を表彰し、その魅力を発信するため、

「三重のおもてなし経営企業選」を実施します。 

 

 

⑧（一部新）みえライフイノベーション総合特区促進プロジェクト事業 

【基本事業名：32202 ライフイノベーションの推進】 

  予算額：（28） ３０，７７４千円 → （29） ２８，５９２千円 

  事業概要：医療機器・医薬品等の製品開発や販路開拓の促進のため、ＭｉｅＬＩＰ等との連携によ

る企業マッチング等を実施するとともに、薬用植物の産地形成に向けた環境整備のため

の支援を行います。また、介護する側に加えて認知症の人自身にも目を向けた生活支援

機器等の開発を促進するため、認知症の人やその家族、医療・介護関係者、企業等の意

見交換等の場を設け、その意見等が製品開発等に反映されるような支援を行います。 
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